
２５．事業所数（民営）

都道府県
指標値

（事業所）

東京都 802,355
大阪府 469,446

神奈川県 339,341
愛知県 337,888
埼玉県 261,920
福岡県 240,203
北海道 239,112
兵庫県 232,770
千葉県 209,164
静岡県 173,201
広島県 133,957
京都府 129,186
茨城県 118,235
新潟県 108,401
長野県 105,129
宮城県 104,258
岐阜県 97,701
群馬県 91,873
福島県 87,744
岡山県 86,500
栃木県 86,204
熊本県 80,136
三重県 77,705

鹿児島県 76,354
沖縄県 73,423
愛媛県 64,791
長崎県 62,219
石川県 60,959
山口県 59,892
青森県 57,973
滋賀県 57,342
岩手県 56,850
大分県 54,561
山形県 53,779
宮崎県 51,725
富山県 51,678
奈良県 51,156

和歌山県 48,491
香川県 48,460
秋田県 46,884
山梨県 43,437
福井県 42,024
佐賀県 37,809
徳島県 37,028
高知県 35,098
島根県 34,336
鳥取県 25,390

全国 5,844,088

○ 概 要

○ 基礎データ
大分県 全国 県/全国

民営事業所数 54,561 5,844,088 0.93

○ 資料出所

○ 調査時点

○ 調査周期
5年毎

○ 事業所

※

※
＊　順位は数値の大きい方からつけています。

－令和３年－

令和元年（経済センサス基礎調査）及び令和3年（経済センサス活動
調査）においては、それぞれ調査手法を見直している。

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が
継続的に行われていること。

事業所数には事業内容等不詳の事業所を含む。

令和3年6月1日

平成2１年、26年及び令和元年は総務省、経済産業所「経済セ
ンサス-基礎調査」、平成24年、28年及び令和３年は総務省、
経済産業所「経済センサス-活動調査」による。
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　令和3年の大分県内の民営事業所数（事業内容等不詳を含
む）は54,561事業所で、全国33位となっている。令和元年経済
センサス-基礎調査と比べて5,795事業所（▲9.6％）減少してい
る。

　経済活動が行われている場所ごとの単位で、  原則として次
の条件を備えているもの。
①一定の場所（1区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経
済活動が行われていること。
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総務省、経産省「経済センサス-活動調査」
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【大分県と全国の推移】

大分県（左軸）

全国（右軸）

（県：千事業所） （全国：万事業所）


